
※所得割：世帯内の国保加入者全員の30年中の基準総所得金額に乗ずる

■ 収納状況（昨年度比） 県 74.7%

現年度　94.42％（0.68％減）　 過年度  28.65％（2.21％減） 元年9月診療分

■ その他・・・データヘルス計画に基づく事業実施・評価，人間ドック助成など

　特定健診結果が一定基準以上の要医療者のうち，医療機関未受診者へ受診勧奨通知を
送付し，そのうち糖尿病重症化リスクが高い医療機関未受診者へは訪問等による保健指
導を行う。

後発医薬品
（ジェネリック）

■ 収納方法 使用率
■ 医療費適正化，情報発信

納付書納付（コンビニ納付含む），口座振替，年金特別徴収，ペイジー（ネットバンキング） 市 67.2%
 「後発医薬品の使用促進」や「生活習慣病の重症化予防」により，医療費の適正化を図
り，保健事業や健康づくりに関する情報を発信していく。

（35.1%）（25.4%）

介護納付金分
6,360円
（6,360円）

13,200円
（13,200円）

2.6%
（2.8％）

160,000円
（170,000円）

■ 生活習慣病の重症化予防（未治療者支援） ※県の数値はH30実績
★所得額による
　軽減や減免制
　度あり

後期支援金分
7,920円
（7,920円）

11,640円
（11,640円）

2.6%
（2.9％）

190,000円
（190,000円） ①②③の合計

令和元年度実施率

年間保険料 　40歳以上の被保険者に対し，メタボリックシンドロームに着眼した健診を
実施し，健診結果から生活習慣病（糖尿病等）の発症リスクが高く，生活習慣
病の改善必要な方へ専門職が生活習慣改善のためのサポートをしている。

特定健診 特定保健指導

市 40.2% 20.5%

県

医療給付費分
20,520円
（21,480円）

30,000円
（32,640円）

6.3%
（7.5%）

610,000円
（630,000円）

■ 特定健康診査・特定保健指導の実施

 (3)歯科　　  32,300円（4％増）

■ 保険料計算方法【令和元年度】 （　）は令和２年度の料率

①平等割(1世帯) ②均等割(人数) ③所得割※ 限度額

■ 一人当たりの医療費（前年比）
★国保事業特別会計基金残高は約2.1億円 歳入

100.0億
歳出
98.4億  (1)入院　　129,585円（3％増）

 (2)入院外　141,029円（1％増）

　国や県からの補助金や負担金，前期
高齢者交付金等を県が取りまとめ，保険
給付費等交付金として交付されます。 医療費総額及び被保険者一人当たり医療費の推移

■ 療養諸費の状況（前年比）
歳 出

 (1)療養の給付費等　　　73.9億円（±0％）
　平成30年度より市町は，県が保険給付
費の見込みから公費等を控除した額に，
各市町の医療費水準，所得水準を考慮し
決定した納付金（国民健康保険事業費納
付金）を県へ納めています。

 (2)療養費　　　　　　　 0. 9億円（9％減）

 (3)高額療養費　　　　　 7. 3億円（1％減）

 (4)高額介護合算療養費 　0. 01億円（29％増）

　被保険者数及び加入率は減少傾向が続いて
いますが，65歳以上の加入率は年々増加し
ています。

(2)特別調整交付金（0.2億）

(3)都道府県繰入金(2号分)（1.7億）

(4)特定健康診査等負担金（0.2億）

※県が財政運営の主体となるため，交付金は全て県から交付

令和元年度決算
歳 入

   被保険者数 　18,867人（19.8%）
　加入世帯数 　12,391世帯（27.7%）
（人口 95,443人　世帯数44,745世帯）

給付費(療養の給付)に要する費用に対して交付

■ 特別交付金（2.4億）

市の特別の事情に応じて交付される

被保険者数の推移 (1)保険者努力支援分（0.3億）

芦屋市国民健康保険事業 説明資料《令和元年度》
令和2年11月19日

被保険者数及び加入率の推移（各年度3月末）
保険者努力支援制度（令和元年度）

国保加入状況 ■ 普通交付金（63. 1億）

１．芦屋市の状況

２．財政状況

３．各事業

保険料

交付金

給付費（医療費）

保健事業

国・県が市町へ 国保事業に要する費用を交付

健康の保持増進を図り，病気の予防や早期回復を図る

国保事業に要する費用を世帯主に賦課し，徴収する

病気やけがをした場合に必要な医療費を負担・支給する

（百万円） （円）


